
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　予定

平成29年度　予定 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成２８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 田中雅明

全体計画 経費区分 － 内線 3645

事務事業名 4299 親善交流事業

所　　属 300200 教育委員会事務局・子ども課

施　　策 07023800 多様な活動主体の参画による地域社会づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100606 教育費・社会教育費・児童青少年総合対策費
科目

事業 020000 親善交流事業

事業目的 事業概要・効果 

姉妹都市三浦市の児童・生徒との交流を通して、須坂 姉妹都市神奈川県三浦市の児童・生徒がお互い交互に

の良さを再認識するとともに、姉妹都市の文化や生活 訪問し交流する。

への理解を深め、交流の中から新しい友人をつくり、 民泊は、はじめて知らない家庭に泊まらせていただく

豊かな心を育む。 機会で、経験し

内

た児童・生徒、受け入

部

れた家庭にとっ

て貴重

評

な経験となる。

中学生

価

は班の責任者として、

【

責任感、積極性を身に

二

つ

け、日常の学校生活

次

や生徒会活動の中でも

】

活かす。

ＰＬＡＮ－Ｄ

1

Ｏ

年度実績及び予定

平

頁

成27年度　実績 平成

平

28年度　予定

須坂市

成

19名、三浦市20名

２

の児童生徒がお互いの

８

市にて 須坂市及び三浦

年

市の児童生徒がお互い

度

の市にて交流を

交流を

　

図った。 図る。

三浦市

行

訪問　7月29日～3

政

1日 三浦市訪問　7月

評

27日～29日

須坂市

価

受入　8月7日～9日

事

須坂市受入　8月5日

業

～7日

平成29年度　

別

予定 平成30年度　予

シ

定

平成31年度　予定

ー

平成32年度　予定

ト

実計対象 評価対象



員数
嘱託職員 0.2 0.8

（人）
臨時職員 0.0 0.0

正規職員 2,162.4 2,162.4

人　員 嘱託職員 541.0 2,164.0

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 2,703.4 4,326.4

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 3,601.4 5,603.4

（単位：千円）

平成27年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

民泊協力謝礼
8節  報償費 33

消耗品費、現地食事代、資料印刷費
11節 需用費 307

13節 委託費 0

15節 工事請負費 0

19節 負担金補助及び交付金 0

その他 558

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成27年度 平成28年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成27年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成27年度 平成28年度

決　　　算 予　　　算

事業費 898 1,277

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 898 1,277

正規職員 0.3 0.3
人



委

性 ・効率性向上に努め

託

ているか やや悪化

・使

費

用料などの受益者負担

1

や補助対象事業の範囲

5

など、財源確保の余地

節

はないか

一部の児童生

 

徒のために公的資金を

工

投入することは公平性

事

に欠ける。

今後、宿泊

請

施設の閉鎖、民営化な

負

どにより費用の増大が

費

予想される。
評   

1

価

コメント

振り返り（

9

決算年度の取組み課題

節

）

受益者負担を求めれ

 

ば参加者は減少するこ

負

とが見込まれる。参加

担

者にとっての一番の魅

金

力的なプログラムであ

補

る「民泊」

は、この事

助

業に家庭も関わってい

及

ただくという目的なの

び

だが受入は困難な現状

交

が続いている。

また、

付

積極的参加はほとんど

金

ないと聞いている。

 

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成28

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

民泊協力謝礼
8節  

平

報償費 88

消耗品費、

成

現地食事代、資料印刷

2

費
11節 需用費 36

8

4

13節 委託費 0

1

年

5節 工事請負費 0

1

度

9節 負担金補助及び

当

交付金 0

その他 825

初

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

予

目 評価観点 評価内容

・

算

市民の生命・財産を守

　

るため市が実施するこ

事

とが必要不可欠な事業

業

であるか

・行政内部の

費

管理運営上必要な事業

の

であるか

必 要 性 ・

内

市が主体となり実施す

訳

べき事業か やや低い

・

主

法的な根拠や公的関与

な

の妥当性はあるか

・目

節

的は結果（施策の目指

金

す理想）に結びついて

額

いるか

法的根拠はない

内

。

姉妹都市交流の主要

容

事業として位置づけら

8

れている。
評   価

節

コメント

・事業の成果

 

は上がっているか

・目

 

標に対する達成度は十

報

分か

有 効 性 ・市民

償

生活上の課題解決に貢

費

献しているか 普通

・行

1

政内部の管理上の課題

1

解決に貢献しているか

節

・事業の目的が達成で

 

きるような事業内容に

需

なっているか

参加した

用

子どもたちの社会性や

費

人間形成の一助となっ

1

ている。

評   価

コ

3

メント

・成果を落とさ

節

ずにコストを削減する

 

方法はあるか

効 率 



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 進め方の改善（縮小）

総合評価コメント ２次評価コメント

事業開始から40年以上が経過し、交流事業の必要性、 姉妹都市の児童・生徒との交流を通じ、

内

須坂の良さを

民泊を含

部

めた受け入れ態勢等、

評

今後見直しが必要であ

価

再認識することや、姉

【

妹都市の文化等の理解

二

を深める

る 上では、必

次

要な事業ではあるが、

】

宿泊施設や民泊受け

入

4

れ等の課題もあるため

頁

、今後の改善が必要で

Ａ

ある。

外部評価

次年度

Ｃ

以降の方向性

外部評価

Ｔ

コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


